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資本制発展の 「現」段階規定に関する一考察
一 国際産業資本の生成と情報化産業段階への移行をめぐって一

噌

有 賀 敏 之

は じ め に

かつてマルクスは世界市場概念を提示した。イギリス工業製品の圧倒的な国

際競争力を背景 とする自由貿易体制の下,彼 の生きた時代には一次産品 ・工業

製品の別を問わず,世 界市場が実質をもって存在 したのである。世界.市場の範

囲は英国工業製品の輸出市場と同義であった。その後1860年 代を通 じた,イ タ

リア ・日本 ・ドイツの相次 ぐ国家統 一,.ア メ リカの政治 ・社会的構造調整

(「南北戦争」1861-65>を 経て,ア メリカ ・ドイツ等の後発工業国がイギリス

にキャッチ ・アップするのと前後して関税率は全般的に上昇 し,制 約の無い国

際市場は工業国の関心の及ばない,ご く一・部の財に関してしか事実上存在 しな

くなった。かくして,レ ーニンが資本輸出の一般化に伴 う一体的世界経済の出

現を論じた帝国主義戦争の勃発前夜には,す でに 「貿易戦争」が恒常.化してい

たのである。世界経済の規定因たる資本輸出は,世 界経済のいっそうの一体化

への契機である一方,当 時にあっては主要工業国相互の恒常的な高関税政策の

結果であった。列強は自国の製造業を育成するため,工 業製品の輸入を必要最

小限に留めようとしたからである。「……一連の他の国々が,「保護」関税にま

もられて,自 立的な資本主義国家に発展 した……」りことによって,イ ギリスの

工業国としての独占的地位が 「……19世紀の最後の四.半世紀にくつがえされた」助

1)レ ーニ ン 「資本主義の最高の段階 としての帝国主義11917,宇 高基輔訳 岩波文庫版.p.102,.

2)歪6罎
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後,ア メリカが自国の工業競争力の優位を背景に,IMF;GATT体 制を整

備 して西側世界市場の再生に乗 り出すまでの世界経済は,そ の構成要素として

の世界市場に関して,実 質的な衰退期にあったと言える。今日のグローバリゼ

イションは世界経済の一体化を推 し進めるものであり,資 本輸出の増大 ・発展

という点で依然 として レーニン帝国主義論的な段階にあるものの,関 税撤廃を

みこした関税の漸次低下や本源的蓄積の 「世界化」3〕という点では,マ ルクス

資本論的な世界市場の状況への回帰であ り,こ の両面か ら世界経済の新たな段

階として定式化されねぼならない。伝統的な一国経済をめぐる分析を 一般化 ・

世界化す るに当たり,こ うした新 しい局面に照 らして既存の概念 もまた再検証

され,場 合によっ.ては規定 しなおされねばならないのである。

1多 国籍企業の規定

従来の規定

現代の多国籍企業の活動は,特 定の国家 ・地域の経済に根差 した巨大寡占体

の相克としてS,ハ イマー=R.ロ ーソンが捉えた,い わゆる 「国際寡占間競

争」むと.いう域をすでに超えてお り,世 界経済の三極に自在 に技術 開発 ・調

達 ・生産 ・販売 ・管理上の拠点を配置 して,地 理的には相互に重複する形態の

世界規模の寡占体が,あ たか も世界経済が一つの国内市場 ・国内経済であるか

のごとく活動す る状態への過渡期にあると考 えられる。との究極的な世界経

済 ・世界市場の一体化の下での大規模多国籍企業による市場支配励の段階を,

3}資 本 制 の 歴 史 上3度 目の 工業 化 の 時 代 にあ る,戦 後 の 世 界 経 済 を 捉 え る枢 要 な視 角 と して の,

現 代 に お け る本 源 的 蓄 積 の 問 題 を 指 摘 した 業 績 に,馬 場 宏 二 「南 北 問 題 序 論 」 〔東 京 大 学 社 会 科

学 研 究 所r社 会 科 学 研 剤 第35巻 第1号1983)PP.183-189,尾 崎 芳 治 「経 済 学 と歴 史 変 革 」

(青 木書 店1990)PP.13-29が 在 る.

4)ハ イ マ ー 三ロー ソ ン 自 身 は,「 国 際 的 寡 占」(lntemadomlOhgopoly)と 「寡 占 的 競 争 」(OLi・

gopoListiじCompetition)と い う両 つ の表 現 を,一 連 の叙 述 の 中 で 用 い て い る に留 ま る(Steph㎝

FlymcrwithRobertRow出om'MultinationalCorporationsandInternationalOligopoly:The

Non・AmericanChallenge,InC.Kindleberger,ed.,TheInternationalCorporation,TheM.i.T.

Press,1970,藤 原 武 平太 ・和 田和 訳 『多 国 籍 企 剰 日本 生 産 性 本 部1971pp.57-92,。

5)今 日の 生 産 の 国 際化 の 下 で の 多国 籍 企 業 の類 型 的 性 格 につ い て は,様 々 な分 類 が試 み られ て い

る。 例 え ば合 衆 国議 会 の技 術 評 価 局 の年 次 レポ ー トは,① 資 源 立 地 型(Resource-based;現 地/
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「世界 寡 占」 と規 定 す る。 前 編6,に 述 べ た とお り,こ.の 世 界 寡 占段 階 は 遠 い 将

来 の絵 空事 で は な く,数 々 の重 要 な 製 造 業 に お い て と うに現 実 の もの とな って

い る。

.こ の点 で,佐 藤 定 幸 氏 が 述 懐 して い る よ う にの,多 国 籍 企 業 の 出現 に 直面 し

た我 が 国 の ア カデ ミー の 受 け止 め方 は,多 国籍 企 業 現 象 を ア メ リカ帝 国 主 義 に

よ る 旧西 側 資 本 制 世界 支 配 と直 ち に結 びつ け る とい う もの で あ った 。 こ う した

解 釈 は,ハ イマ ー;ロ ー ソ ン ・モ デ ル と同 様,西 欧 ・日本 の 多 国籍 企 業が 未 発

達 の 時 点 で な さ れ た とい う時 期 的 制 約 を帯 びて お り,ま た1980年 代 前 半 にか け

て は冷 戦構 造 が そ の最 終 局 面 をむ か え,逆 に再 強 化 さ れ て い た 関係 上 ,現 状 分

析 と して の意 義 を有 して い た の で あ るが,今 日の ポ ス ト冷戦 期 に あ っ て は多 国.

籍 企 業 現:象に関 す る新 た な 把 握 が 必 要 とさ れ て い る。 こ こで は,従 来 の 分 析 が

現 状 に 当て て い た 接 線 が,結 果 と して プ ラザ合 意 以 降 の 三極 の先 進 経 済 の 収斂 ,

世 界 経 済 の 一 体 化 とい う趨 勢 変化 か ら逸 れ て い た と述 べ る に留 め,本 論 に.入る 。

国際産 業資本 の出現

さ て,多 国 籍 企業 は今 日の グ ロ ーバ リゼ イ シ ョンの 推 進 主体 で あ るが,こ の

多 国 籍 企 業 とい う用 語 自体 が 米 語(multinationalortransnationalenterprise)

の 翻 訳 に 由 来す る もので 内容 に乏 し く,従 来 は 学 問 的 に充 分 な規 定 が 与 え られ

て きた とは言 い難 い 。 前 編 第 皿節 で の 寡 占体 の企 業 構 造 一 般 に関 す る検 討 を踏

ま え,こ こで 多 国 籍 企 業 全 般 に対 して そ の構 造 面 か ら ひ と ま ず 「国 際 企 業 グ

ル ー プ」 と の規 定 を与 え て お く。 と りわ け今 日活 動 を活 発 化 させ て い る製造 業

＼ で 鉱 産 資 源 ・農 産 物 を調 達 す る もの) ,③ 輸 出指 向型 〔Exp。rt.orienti),③ 地 域 型 〔Regional),

④ 多 国 籍 型 〔Tmn5na吐iDnah国 際 化 の端 緒 にあ り,母 国 に重 点 を置 くもの),⑤ 世 界 型(Gbbal;

研 究 ・製 品 開 発 を 複 数 の 国 ・地 域 を単 位 に 行 う も の),⑥ 分 散 型(Distributed;世 界 的 に...・体 的

な 研 究 開 発 ・製 造 を 行 う も の)の6つ に 分 け て い る(U.SCongress,OfficeofTechnology

Assessment,Maltbmtio..aba.udtheU.S.TechnologyB.,,,U.S.Cover㎜entPrinting)f石ce
,

1四4,chap.1,2)0

6>有 賀 「多 国 籍 企業 と資 本 の集 積 ・集 中 の現 段 階 」r経 済 論 叢」 第157巻 第5・6.号1996pp .59一

∂D,65。

ア)佐 藤 定 幸 「多 国 籍 企 業 の 政 治 経 済 学」 有 斐 閣1994PP.2-3。
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における大規模多国籍企業は,そ の多くが世界経済の複数の極にまたがる生産

'躾 現 してお り適 業淋 としての資本の一般的献(G-W<A
Pm…P…

w'一G')の 核心部分である価値増殖過程が一国経済の境界を越えているばか

りか,上 記の三極 それぞれの経済圏にまたがっている。 これを 「国際産業資

本」 と規定する%前 編第且節に紹介 したフォー ド社の 「ワール ド・カー」の

事例9♪は,実 際には部品生産の国際的連関を伴っており,こ のように単なる母

国からの部品輸出と現地での組み立てに留まらず,企 業内貿易に基づいて各国.

の現地生産拠点の有機的連関の下に国際的生産を行っている場合には,資 本の

円環運動は極めて錯綜 しており,「国際産業資本」 として極めて高度のもので

あると言えるざむろん,国 際的な商業資本は.古代以来荏在したし,銀 行資本が

他 国 企 業 に貸 し付 け るな り,他 国 の債 券 に投 資 す る な り して,そ の 貨 幣資 本 の

増 殖 過 程 が 国 境 を越 え て 成 立 す る こ とは,近 代 に入 っ て幾 ら も有 った で あ ろ う。

今 日にお い て も一..般に 多 国 籍企 業 と言 っ た場 合,そ の 中 に は 「国 際 商 業 資 本」

が 含 まれ,ま た 他 方 に 多 国籍 銀行 が存 在 す るが,現 代 世.界資 本 制 の 標 識 とな る

もの は,な か ん ず く 「国 際 産 業資 本」 と して の多 国籍 企 業 に ほか な らな い 。 そ

もそ も多 国 籍 企 業 現 象 に 注 目が 集 ま っ た の も,1960年 代 の ア メ リ カ製 造 業 にお

け る寡 占体 が 直 接 投 資 を 通 じて西 欧 諸 国 に本 格 的 に進 出 し,現 地 企 業 と して相

手 国の 主 要 産 業 にお い て 重 きを な す よ うに な っ た こ と によ る もの で あ り,そ の

後 の多 国 籍 企 業 の 歴 史 もま た,'70年 代 以 降 逆 に西 欧諸 国 の 製造 業 が 合 衆 国 に,

'80年 代 半 ばか らは 日本 の 製 造 業 が 米 欧 に向 け て行
った全 面 的 な進 出 の過 程 で

あ った 。 厳 密 に論 ず るな らば,一 国 の 産業 資 本 が 多 国籍 企 業 化 した と して も,

生 産 は母 国 で 行 う に留 め,国 外 に は販 売網 のみ を設 けた 場 合 に は,こ の企 業 は

対 外 的 に は 「国 際 商 業 資 本 」 に す ぎな い。 産業 資 本 と しての 価 値 の 増 殖 過 程 が

国 外 に出 て い な い か らで あ る 。

多 国 籍 企 業 に関 して 前 述 の 資 本 範疇 の観 点 か ら分 類 した も のが 第1表 で あ る 。

8)柳 田侃1資 本輸出論と南北問題」(日本評論杜1976)PP.97-102は,多 国籍企業 ・般に関する

規定として,こ の一般範式が国外において成立することを挙げている。

g)Wbr飼1π 硲 功昭砿R¢釦π1、993,UnitedNationsPublications,1993,PP.147-153.
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窮1表 資本範疇 に基づ く多 国籍企業の分類

(323)93

母国における販売 国外.におけ る販売

母国における生産1.産 業 資 本

国外 における生産1V.「 空洞化」 同僚産業資本

→H .国 際商業資本(輸 出企業)

↓

←m ,国 際 産 業 資 本

木表を製造業に限って見た場合には,1か らWの 数字は産業寡占体の.成長 と発

展のサイクルを表す。ただ し皿の 「国際商業資本」については,単 なる輸出企

業ではなく国外に自前の販売拠点を持つものに限るものとする。 皿はむろん母

国内で も生産 ・販売を行 うから,1の 一国経済における産業資本を含む範疇で

ある。同様に皿の 「国際産業資本」は母国内での生産 ・販売をも行うことから,

範疇 として1とHを 含む。これに対 して1Vの 「空洞化 した国際産業資本」は1酊

から移行 した1とHを 含まない範疇であって,母 国内で販売することはあって

も,国 内での産業資本としての性格を失っている。これとは別に,nの 部分に.

総合商社や大規模小売業に代表される,製 造業に携わらない 「純粋な国際商業

資本」をも含めて読み替えることもでき,そ の場合 には1→Hの 関係は仕入れ

となって,製 造業に留まらない,多 国籍企業全般に関するマ ト.リクスとなる。

以上により,今 日の主導的な多国籍企業は,「 国際産業資本」が形成す る

「国際企業グループ」として規定された。では多国籍企業の国際的な企業構造

や資本範疇をめぐるこうした規定 と,前 編における一般的な寡占形態の理論的

分析 との論理的関係はどうなるのか。それは,製 造業における 「国際企業グ

ループ」が単なる輸出企業に留まらず往々にして 「国際産業資本」の或に達 し

ており,.またその本体たる親会社が,場 合によっては 「装置 トラス ト」や 「組

み立て トラス ト」を経由して成立 しているということである川〕。前編で検討 し

たNKKに よるナショナル ・スティール買収の事例'〕のように,「国際企業グ

10)装 置産業 の内,日 本合繊 産業の東南 アジアにお ける展 開につ いて実証 した文献 と して,ト ラ
ン ・ヴァン ・トゥ 『産業発展 と多国籍企 業

洋経済新報社1992)が 在 る。

11)有 賀前掲P.54。

アジア太平洋 ダイナ ミズムの実証 研究一 」(東
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ルー プ」 が そ の ま ま.「国 際 装 置 トラ ス ト」で あ る場 合 もあ るが,両 者 は分 析 の

レ ヴ ェ ル を 異 にす る もの で あ る。 「国 際 トラ ス ト」 と同 様,「 国 際 企 業 グ ル ー

プ」 とい う概 念 もま た多 国籍 企 業 の様 態 を分 析 す る上 で の理 念 型 で あ る。 した

が って 国 民 国 家 が一 定 の力 を有 す る期 間 に は,そ の 本 来 の姿 で 国家 間 に発 現 す

る とは か ぎ らな い 。.この 視 座 か らす れ ぼ,「 国際 組 み 立 て 企 業 グ ルー プ」 の 成

立 に続 い て,他 国 へ の進 出が 容 易 で な い一 般 の 装 置 産 業 や 重機 ・重 電が 本 格 的

な生 産 の国 際 化 に乗 り出 す と き,グ ロ ーバ リゼ イ シ ョン と呼 び な らわ さ れ て い

る現 象 は,大 き な転 機 を 迎 え る こ とに な るで あ ろ う。 つ ま りそ の 時,世.界 経 済

は 産業 面 に お い て も真 に一 体 化,「 融 合 」 化 され た と言 い う る はず で あ る。 そ

して ナ シ ョナ ル ・ス テ ィー ル の事 例 にみ る よ うに,す で に世界 経 済 は この局 面

に入 りか け てい るの で あ る。

H産 業段階の移行

産業段階の区分

事実の問題として,技 術革新というものが恒常的に生 じ,漸 次進展 してゆ く

過程ではないことは,技 術史における何 らかの具体的事例にふれた者には自明

のことであろう。..そもそも産業革命とは,18世 紀後半(1760年 代から80年代)

の綿工業をめぐる織布 ・紡績,動 力,製 鉄等々の技術革新のラッシュを,機 械

制大工業を招来 した過程として後世に捉えかえした概念である。その後19世紀

後.半を通 じた製鋼法と工業化学の発展の中で,1880年 代を中心に電気工業と内

燃機関に関する発明が相次いだ。近年まで支配的な産業であった 「重化学工

業」を招来したこの時期を,18世 紀の産業革命 との対比で 「第2次 産業革命」

と称することが多い。この間に,今 日我々が 「プラント」 と呼んでいる,製 鉄

業と化学工業に代表される装置産業における巨大な一連の生産施設が成立 した。

その過程で資本の集積 ・集中が生 じ,銀 行資本の成長と並行する形で,各 国の

「国民経済」を単位 とする産業資本の寡占体が史..ヒ初めて出現 したことは,前

編に述べたとお りである。さらに今世紀に入ると,1880年 代の発明の具体化 と
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資本制発展の「現」段階規定に関する..一考察(325)95

もいうべき消費財の組立産業が,労 働過程の少なからぬ変容を伴 っ.て勃興する。

さて,ロ シア1917年 革命は結果として相当広大な 「社会主義」圏を成立させ

たが,全 世界的な社会主義生産様式への移行をもたらすことはなか った。欧州

におけるソ連型 「社会主義」政権がすべて崩壊した今,最 初の産業革命が招来.

した生産様式は依然継続 しているものの,第2の 産業革命がもたらした産業段

階は明らかに了わった。今世紀における,国 家に依拠 した 「社会主義」政権の

盛衰を,ス ターリンによる農業集団化と五箇年計画体制の始まった1928年 から

の1コ ンドラチェフ周期に重ねて理解するか否かはともか く,旧 ソ連邦に成立

した重化学工業に基づいていた今世紀の 「社会主義」政権が,重 化学工業の産

業段階と共に在ったことは疑いようもない。今 日の工業は情報化によって規定

されていると言えるが,こ の情報産業において演算 ・記憶素子に留まらずパー

.ドウェア全般の生産が無人化工場で為されたうえ,ネ ットワークに基づ く在宅

勤務によるソフトウェアや素子の設計が支配的とならないかぎりは,生 産形態

に変化が生じたとはいえないので,現 状は未だ 「機械制大⊥業」の域を出るも

のではない6産 業の現段階は近代ブルジョワ的生産様式において,機 械制大工

業それ自体を招いた自由競争のフェイズ1か ら,「独占」と 「ソ連型社会主義」

の並立するフェイ.ズHを 経て,第 皿位相としての 「情報化段階」に入っている

ものと考えるべ きである1%

重 化 学 工 業 段 階

機 械 制 大 工 業 の 第H位 相,重 化 学 工 業 段 階 に お い て は,お お む ね1960年 代 ま

で.,.同 一 の 財 に 関 して よ り大 規 模 な プ ラ ン ト.を設 け る こ とが 進 歩 で あ っ た 。 前

12)北 村洋基氏は この事態 を,戦 後の組立 ライ ンへの コンピェ一 夕ーの導入を起源 とする 「オー ト

メー シ ョン生産様 式」 と規定す る一方,全 く正当 に も,そ れに適合的な生産様式 は未だ到来 して

いない と している(北 村 洋基 「先端技術産業=情 報 欄 連)産 業の現段階一一 ハ イテク不 況の意

味す るもの 」福 島大 学 『商学論集」 第62巻 第2号1993pp.55-56)。

ただ用語法の問題と して、氏 は 「先端技術」産業 とい う表現を用いているが,そ の内訳 と して

マイ クロ ・エ レク トロニ クス,バ イオ ・テクノロジー,新 素材等を挙げておきながら,実 際に は

情報産業に関する言及 しか行 っていない。具体性を欠 き,歴 史的な蔑定た りえない,「 先端技術 」

産業段階 とい う用語 は避 けるべ きではあ るまいか。
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稿第1節 にもみたように,主 要な技術革新の時期と合併運動のサイ.クルから判

断 して,装 置産業における基本的な生産技術 は今世紀の初めには確立 していた

といってよい。そこでの競争は,技 術面ではいかに反応効率を落とさずに生産

規模を拡大するか ということに限られ,競 争上の最大の要素は財務面,す なわ

ち投下資本の絶対量であったd.組立産業においても,コ ンベア ・システムによ

る大量生産方式の実現によって生産効率を落とさずに生産規模を拡大する途が

拓けた。投資の方向性は極めて明白であった。最大の設備を擁する企業は,.一

般に最少のコス トで生産が可能であったから,他 社が規模の面で追随 してくる

までの間,資 本蓄積に専念できた。かくして主要国の各産業において規模の均

衡 した数社による寡占体制が一・..一旦成立し,国 内市場が飽和 して以降は,相 互の

やみくもな設備の拡大競争は製品の値崩れを招いて当該産業全体の長期的な不

利益 となるから,生 産カルテルが一般化する。しかるにこの競争停止状況は,

自己増殖 という資本の本性に悖 る。1産 業で蓄積を遂げた産業資本がさらに成

長するための解は2つ しかない。新興の産業を主体 とする他産業への進出ない

しは,国 外への進出である。当時にあって前者が銀行資本を経由した産業資本

の金融資本化 ζして,後 者が鉄道 ・鉱山開発 を主体 とする植民地への資本輸出

として発現 したことはいうまでもない。世界の領土分割の完了後はこの金融資

本の資本が軍需産業に流入 し,や がて植民地再分割のための武力衝突に発展す

る。帝国主義戦争である。

以.1.の議論を基に,軽 工業段階と重化学工業段階についてモデル化を行い,

小括に代える(第1,2図 参照)。1の 労働集約型産業は,重 化学工業と対比す

るかぎりで,生 産規模 に関して収穫はほとんど不変であるといって過言ではな

いであろう。単価の低下は販売量に直結するので,自 由競争が もたらされる。

生産の過度の集積は管理効率の低下を招 き,コ ス ト増につながるため,産 業は

寡占には達さない。図1の 平均費用曲線を下方にシフ トさせる条件は,労 賃の

低下と労働手段の改良であるが,使 用技術の水準の低さから後者はすぐに限界

に達する。労働力の再生産の必要か ら賃金切 り下げにも限度が有 り,低 賃金を
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資本制発展の 「現」段 階規定に関ず る.・考 察.(32の97

求めて周辺の未発達地域へと生産施設を移動させるか,そ れができなげれば新

興の競争相手によってうち負かされる外はない。

第1図1,労 働集約型産業の平均費用曲線

平均費用

C1

c2

O賃 金低下

1 生産量

第2図 皿。資本集約型産業の平均費用曲線

用

の

q

費均平

傷

嬬警鵡

1 生産量

これに対 して.Hの資本集約型産業は,一 般に生産規模1Z:関して収穫が著しい

逓増傾向を示 し,生 産の集積に伴 う管理効率の低下を補って余 りある。寡占段.

階では製品のコ.ストが下が っても必ず しも価格は.ドがらないので,最 大の生産

規模の企業が 「独占利潤」を手にする。生産技術と賃金の双方がこの関数のパ

ラメーターであるが,組 立産業においては陳腐化した財に関して後者の比重が

決定的となり,企 業は労働集約型産業と同様の行動様式をとる5
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ソ連型社会主義

先に述べた旧ソ連邦の1930年代にかけての西側へのキャッチ ・アップにして

も,こ の産業段階の下で広大な国内の消費財市場を囲い込み,集 団化によ6て

現物徴税の形で強制的に農産物を集荷 してはこれを輸出して外貨を稼いで,国

営化された工業の第王部門へ自国で調達できない資本財を導入することを繰 り

返すうちに可能となった。所有 と分配は社会主義に基づいて為されたにせよ,

生産面における発展の手法は正に資本制その ものであっだρ この目的のために.

ボリシェヴィキ左派のプレオブラジェンスキーが理論化 した命題,「 社会主義
ウ ク

的本源的蓄積」1鋤とは,大 工業を制した後進国の社会主義政権が非国営の経済

語形藤(y聞aAH)と の不等価交換によ り,先 行する資本制工業国の軌跡を凝

縮 して辿ることを目指した,生 産様式の相違を超越 したアナロジーである。ス.

ターリンは一たびこれを却下してプレオブラジェンスキーを退けておきながら,

新経済政策(Hgll)の 後になって,や はり排除 した右派の一国社会主義建設と

結びつけることで,事 実上の社会主義的本源的蓄積政策を強行するのである。

この過程を解釈 しよう。「再版農奴制」 としての集団化貫徹の結果,生 産手段

たる土地を喪失 した全農民が,「 農業プロ.レタリアー ト」に転落 した。驚 くべ

きことに,彼 らには国内旅行の自由すら与えられなかった。そめうえで連邦国

家は全土の集団農場 ・国営農場に対する単一の 「農業資本家」 として,人 口の

大半を占めた農民を搾取 し,こ の 「国家資本制農業」からの剰余価値を,当 の

農業の発展のためにではなくやはり自らの所有する国営の重化学工業に投資す

ることを継続 した。ここでも国家は,工 業部面における最有力のウクラー ドた

る大工業における 「単一の国営 トラス ト」1。の唯一の資本家 としてたち現れ る

のである。農業プロレタリアー トと化 していた農民は,窮 乏化して順次都市に

流入 し,成 長を続ける工業が必要とした工業プロレタリアー.トの格好の供給源

13)E,A.npeo6p8爪BHC皿i,H。5朋 θmロOMHKa,M㏄...,tsas(救 仁 郷 繁 訳 「新 しい経 済」 現 代 思 潮

社1976pp.105-188).

!4)ibid.
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資本制発展の 「現」段階規定に関する一考察(329).29

となってゆ く。当初のショックを別にすれば,動 態的変化を極めて円滑に実現

する社会システムだっ.たのである151。一部の工業 ・商業に残った純然たる小経

営の生産様式を別として,全 土のコンビナー トを所有 した連邦の国家機構自体

が,巨 大な言葉 どおりの独占体であった。以後のソ連型社会主義の基本的な構

造を形成したスターリン体制 とは,レ ーニンの戦術的な 「国家資本主義」とは

別の意味で,国 家が能動的に追求 した資本制に基づく発展戦略であったのであ

る。国家資本主義 と区別する意味で,こ れを 「開発国家独占資本制」 と規定す

る。そこでの所有 と上部構造の社会主義的性格が,体 制転換を経た今日に至る

まで真の科学的な分析を阻んできたといえよう。

璽化学工業段階の終瀦

ところが1970年 代以降のNICs,ア ジアNIEsの 発展をきっかけに,.重 化学

工業は急速に陳腐化 し,事 態は一変した。先進工業国の在来重化学工業部門に

おける規模の経済は意味を喪失した。続 く80年代に中東欧の社会主義圏が体制

転換に入 り,ソ 連邦が解体することで,一 方の当事者を失った冷戦は終了した

が,先 述のとお りこれは偶然の符合ではない。重化学工業の産業段階が了わり,

情報化という次なる段階に入ったのである。基本的な製造技術の進歩の停止の

前提の下で,国 家による集中的な資本の投下による,量 的な拡大を通 じた成長

という手法に依 ったソ連型社会主義は,こ の事態に対応で きなかった。「国際

戦略提携」の活発化 も,西 側における 「独占資本主義」の後退1のも,こ の産業

15)本 稿で展 開す る紙幅 は無いが,こ の過程 をア ウタ,レキー下の農業集 団化によらず,合 衆国の巨

大な消 費財 市場 と リンクさせ る開放系において実現 したのが.第 二次世 界人戦後の 日本の高度経

済成長であ り,さ らには それ に続 いた1960年 代半 ば以降の アジアNICsの 領域国家 たる台湾 ・

韓国の発展,す なわ ち 「輸出指向工業化」 に基づ く 「東 アジア型発展 モデル」であ る。そ こでの

農⊥ 間の価格差が どの程度政策的な ものであ ったかは国別の実証 を俟つ外 ないが,強 力な官僚制

国家が財政 を介 して,穀 物農業か らの税収 を重化学 工業 部門や これ を支 える インフラス トラ ク

チ ャーに自ら積極的 に投資 した ことは明 らかである。

16)こ の問題に関 し,従 来の スター リン主義的 「独 占資本主 義」論 にみ られた,「 独 占」段 階にお

ける競争 の否定 を排 し,独 占 を競争の一形 態 として把握 した極 めて建設的な作業 として,榎 本里

司 「独 占資本主義の一般的法則 と独占の法則 につ いて1-vi」 〔大阪市立大学経済研究所 『季刊経

済研 究」1992-95)が 在 る。 同論文 は教 条主義 を排除 した明晰 な労作で あ るが,氏 が 実証 の/
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段 階 の 移 行 との 関連 で統 一 的 に論 証 し うる。 で は,な ぜ重 化 学 工 業 段 階 は終 わ

ら ざ る を え なか った の か 。先 に,装 置 産 業 を 中心 とす る今 世紀 初 頭 の産 業 技 術

の到 達 状 況 につ い て概 観 した ので,こ こで は戦 後 期 の検討 を行 う。

い う まで もな く,第 二次 世 界 大 戦終 結 ま もな くか ら 中東 欧 にお け る社 会主 義
』'

世 界 体 制 が 崩壊 す る1990年 代 初頭 に至 る まで の大 半 の 期 間,戦 後期 とは冷 戦 期

と 同 義 で あ った 。 戦 後 期 の工 業 製 品 の 特 徴 と して,ま ず 挙 げ られ る の は 自動

車 ・家 庭 用 電 化 製 品 に代 表 さ れ る耐 久消 費 財 の著 しい 発 達 ・普 及 で あ る。 ラジ

オ.・テ レビ に始 ま る家庭 用 エ レ ク トロ ニ ク ス製 品 は技 術 的 に は電 気 通信 の 産物

で あ るが,自 動 車 製 造 に お い て確 立 さ れ た組 立 ライ ンに よ る生 産 方 式 を小 規 模

化 ・簡 略 化 して 適 用 す る こ とに よ って初 め て,消 費 財 と して の 大 量 生 産 が可 能

とな っ た。 オー トバ イ も生 産 工程 に 関す る事 情 を 同 じ くす るが,こ ち らは 自動

車 の下 級 財 た る代 替 財 と して,戦 後 の 世界 的 な経 済 発 展 の流 れ の 中,自 動 車 の.

普 及 に先 駆 けて 普 及 して ゆ く こ とに な る。 機 械 工 業 に お いて は これ 以外 に,タ

ンカ ー ・旅 客 機 ・原 子 力 発 電 プ ラ ン トとい った大 規 模 な製 品 の出 現 が 挙 げ られ

よ う。 これ ら は それ ぞ れ,第 二次 世界 大戦 中 の戦 艦,戦 中 ・戦 後 の戦 略 爆撃 機,

そ して戦 後 の原 子 力 潜 水 艦 の技 術 を転 用 した もので あ り,少 な く と も当 初 に国

家 に よ る資 金 に糸 目を付 け な い 「.プロ ジ ェ ク ト型 」 の 開 発 を必 要 とす る,「 巨

大 技 術 」 で あ るL%こ れ ら はい ず れ も軍 事 技 術 か ら発 して い るが,戦 後 の 同 種

の事 例 と して,ア ポ ロ計 画 や スペ ー ス ・シ ャ トル計 画 に至 る合 衆 国の 宇 宙 開発

を 挙 げ ね ば な らな い 。 集 積 回 路 で 構 成 され た コ ン ピ ェ一 夕ー,デ ィジ タ ル音

声 ・画像 処 理 技 術,セ ラ ミク ス素 材 とい った,今 日 「ハ イテ ク」 と呼 ば れ て い

る もの の粗 方が,ア メ リカの 宇 宙 開 発 の 過程 で 生 み 出 され たか,そ れ に よ って

製 品 化 が 可 能 な水 準 ま で 発 展 した 技 術 な の で あ り,宇 宙 開発 計 画 の 副 産物 と

＼レヴェルで現代の半導体産業を踏まえているためか,技 術自体の性格の段階的変遷という視点を

欠いて 「ハイテク産業」を特例化して捉えている点が惜 しまれる。

17)こ の中では依然として大型旅客機エア ・バスが,先 進国における大規模な研究開発を必要とし

ている巨大技術である。世界寡占に達した3社 のうち唯一.・の非アメリカ資本であるエアバス ・イ

ンダストり一社VIEUに バ ックアップされたコンソーシアムであり,こ の産業がとうに一国経済

の規模を超えてしまったことを示している。
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いって過言ではない。宇宙開発計画は,そ の運搬手段 自体はナチス ・ドイツの

ミサイル技術に端を発する固有の巨大技術に基づきながら,ロ ケットの搭載量

という重量 と,惑 星外を目的地とすることによる距離との両面の制約から,小

型 ・軽量,高 信頼性という新たな技術体系を方向づけ,揺 籃 した点で,大 きな

意義をもっていた。「軽薄短小」という今日の表現は,ま さ.しくこれ.を物語 る

ものである。それとともに,宇 宙開発の遂行が技術的側面から,戦 争(熱 戦)

の代替物としての機能を有していた点について指摘 しておかねばならない。体

制の盟主ζしての威信をかけて競われた宇宙開発は,或 る意味で旧ソ連邦 との

「技術戦争」,冷 戦の技術的現象形態であった18♪。

さらに,重 化学工業段階の終わ りを決定づけたのが,1970年 代に2度 に亙っ

た石油危機 とい うエネルギー制約の問題ならびに,1960年 代に汚染 ・公害とし.

て一旦問題化 し.80年 代 に再び顕在化 した環境制約の問題であった。これらは

先進国における重化学工業のコス ト上昇として結果 して,NICs(NIEs)を 初

めとする発展途 ヒ国へのこの種の産業の移転をもたらした外,先 進国において

在来産業の弊害を補 う環境保全型技術 と,在 来産業に代わって雇用をもたらす

新規産業の発展を促す契機 となった。なかんず く,高 い利用効率を要求するエ

ネルギー制約は,宇 宙開発が もたらした小型化を促進した。これに要する微細

加工技術は,モ ジュールとしての信頼性を高める以外に,信 号経路を短縮させ

ることから演算の高速化につなが り,ま た分散処理 ・ネットワーク化をも可能

にして,情 報化産業段階.を招来したのである。

情 報 化 産 業段 階 と戦 略 提 携

】.8)本 稿 の技術 固有の問題 をめ ぐる検討 とは視角 を異にずるが,1970年 代初頭 まで の時点につ き再

生産表 式に基づ いて,西 側 におけ る合衆国の覇権 とその経 済構造 の関連を検討 した先駆的貢献 と

して,南 克巳氏 による在来重化学系統IA部 門か らの 「新鋭=基 幹」産業体系TB部 門の分離 ・

検 出が ある。IB部 門とは,航 空宇宙 ・電子 ・化 学等の系列 の財 の内で 兵器 ・原子力産業に投入

された部分 を指す概念のはずであ るが,氏 はそ こから派生 した最終商品 と しての コンピュー ター

.等 の財 をも含めて用いてい る(南 克巳 「アメ リカ資 本主義 の歴 史的段階 戦後=「 冷載」体覇

の性格規定一」 『土地制度史学」第47号1970 ,同 「戦後資本主義世界再編の基本的性 格.一 アメ

リカの対西欧展開を中心 として 」法政大学 『経済志林』第42巻 第3y1974>。
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以上が産業段階の移行であるこど9)は,軽 工業が生産要素の面から労働集約

型産業と規定され,重 化学工業が資本集約型産業 と規定されてきたことに対 し

て,今 日 「知識集約型」 という表現鋤が用いられていることからも論証される。

このことからさらに,情 報化産業段階を画 したME化 を初めとする一連の技術

革新 は 「第3次 産業革命」 と規定 される。なお将来的にば,バ イオ(生 物工

学)産 業等の発展によりこれを 「研究開発型産業段階」なり,「知性集約型産

業段階」 と修正 しなければならない状況の到来 も有 りうるが,現 状ではME化

等を技術的な基礎 とする情報産業によって規定される,情 報化段階ということ

で充分であるように思 う。

さらにこの情報化産業段階に伴 う企業提携の変容の問題であるが,か つての

重化学工業段階にはその19世紀的背景 としての装置産業(化 学 ・金属工業)が

存在 していたから,新 規に参入する企業あるいは後発の国家にとり,資 本量さ

え伴 っていれば追随は容易であった。また生産規模の拡大を目指 した他社の資

産の取得は,新 規の投資 と並んで最も重要な経営戦略であった。そしてこれが

金融コンツェルンを形成した事情については,前 編に分析 した2%と ころが今

次の産業段階においては,日 本次いで韓国が成功 したメモリー ・チップ(DR

AM)の 量産を除いて,今 のところ規模の経済を伴 った後発性が奏功する領域

は見当たらない認}。投資対象はむろんのこと,技 術革新の方向性自体が定まら

19)こ の点 を明確 にした のは,北 村洋基 「日本経済の構造転換 とその評価 につい て一 一経済構造 の

転換 と産 業憐造 の転換一 」(福 島大学i蘭 学論集」第61巻 第2号1992)PP.6⑪ 一61で ある,

20)た だ し,Eknow匡edge-i皿tensive'と い う原語 もさることなが ら 「知識」 集約 とい う訳語 はいただ

けない.'knowledgewo,`knowledgeindustry'とL・ つた用例 に縒 るに,「 高等 教育 を受 けた

労働 者が携わ る」 とい う意味あい であ り,「高度教育集約」 と言い 替えたならば要素賦存は表現

で きるであろ う。だが,研 究 開発に は知識のみな らず創造性が必 要であ り,ま してデザ イ ンは芸

術 的創造性 を要す る以上,今 か らで もこれを 「知性」集約 と改め るべ きで ある。 また,「研 究 開

発」集約 とす る見解 も存す るが,「 研 究開発」 は賦存 してい る要素 ではな く行為や体制 にす ぎな

い ことか ら,同 様 に棄 却され るべ きであ る。生産要素 としての 「労働」 とい う概念 は,永 ら く熟

練度のみを念頭 においてきたが,今 日の産業段階の下では教育水 準 ・専門的分析 能力 ・創造性等

に基づい て、労働力 自体 を階層的 に分類す る必 要が 生 じてい る。R.B.Reich,TheWorkO.翫 ・

dons,AlfredA.Knopf,Inc.,1991(中 谷 巌同名訳書 ダイヤモ ン ド社1993pp.237-254)参 照。

21}¥¥� S�鼾ﾄ��fPP.58-59

.22}� k�ｺ�O�f�u�謦[�Z�p�Y業=� 﨣 �k�J運)� Y�ﾆ�ﾌ�ｻ�i�K�vは,DRAMS� Y�ﾉ�ﾋ�ｶ�ｵ�ﾄ�ｫ�ｽ日
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ない中,規 模の経済は開発 ・生産体制としては 「規模の不経済」鋤 に転 じ,企

業は自ら分社化 ・事業部化を推 し進めるとともに,主 として合衆国所在の研究

開発型のヴェンチャー企業 との提携活動を強めている鋤。資本参加を交える場

合にも,目 的は支配や取得ではなく,あ くまで も取 り引 き関係の安定化にあ

る25享。そしてこの技術革新 ・設備投資の方向の不確定性は,段 階移行期の過渡

的な現象ではなく,研 究開発型 ・「知識集約」型へと高度に発展 した産業段階

である,情 報化段階それ自体が内包する性格なのである。特定の研究機関なり,

それを構成する個.々の研究室の規模をむやみに拡大 したところで,研 究上の生

産性が上がるものではないことを考えてみればよい。企業間関係は,大 企業相

互 と大企業と中小企業間での製造資産の拡大をめぐる闘争から,相 互の積極的

な交流 ・提携へと変貌しつつあ.る。各企業は今後永続する可能性も有るこの長

期的な模索の状況の中で,自 らが優位性をもつ固有の技術 を明確 にし,引 き続

平均費用
`'3

乙f・倭 麟 一.C
l≒ ぐ2

孟.会費.
　　 　　..ジ..し...己..
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1.....「 生 産 量 業 L愈.

＼ 本 の情 報 産 業 の,「 重 化 学 工 業 的 」 とで も呼 ぶ べ き 問題 点 を突 い て い る(pp.68-71)が
,そ れ は

ひ と りH本 情 報 産 業 の 性格 な の で は な く,半 導 体 の量 産 一 般 が,情 報 化 産 業 段 階 に お い て は例 外

的 に,装 置 産 業 的 な 性 格 を帯 び て い る と い う こ と なの で あ る。

23)「 規 模 の デ メ リ ッ ト」(北Fl'前 掲 「日本 経 済 の構 造 転 換 とそ の 評 価 に つ い て 」p.55)。

24)一 例 と し てT.MCol』s&T.LDoorlylll,TeamingupforThe90s,BusinessOnelrvin,

1991(ト ー マ ッ 戦 略 コ ンサ ル テ ィン グ部 門訳 『グ ロー バ ル ・ア ラ イア ンス 戦 略 の実 際 」 ダ イヤ モ

.ン 、.ンド社1993)に は,バ イオ 産 業 と化 しつ つ あ る合 衆 国医 薬 品 産 業 を 舞 台 とす る,ヴ ェ ンチ ャー
'企 業 と多 国 籍企 業 との提 携 の事 例 が 紹 介 され て い る 〔訳 書

pp」10-118)。1、

25)op.認 並,PP.216-239.
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き これ を培 っ た うえで,次 々 に他 企 業 との適 切 な 戦略 的提 携 関係 を と り結 ん で

ゆ くこ とを 要 求 され て い る とい え る。

この情 報 化 産業 段 階 め財 の特 徴 につ い て,そ れ 以前 の産 業 段 階 同様 の 分 析 を

付 す 。 こ こで 「知 性 集 約 型 」 産 業 と規 定 した 産業 の財 は,工 業 デザ イ ンに基 づ

く製 品,ソ フ トウ ェ ア,コ ンパ ク ト ・デ ィス ク等 々,そ れ 自体 は オ リジ ナ ルの

複 製 に す ぎな い ので,工 業 的 に幾 ら生 産 した と して も,追 加 的 に要 す る の は製

品 の 本 来 的 な価 値 の部 分 で は ない 。 よ って技 術 改 良 は,製 品化 に先 立 つ 知 的 な

活 動 に要 す る費 用 を軽 減 しな い。 こ こで は 図1・ 図2と の 対 比 で,`1≒`2と

な っ て い る こ とに留 意 され た い 。 知 的 所 有権 の 問題 が 浮上 す る ゆ え んで あ る♂

そ して こ の種 の財 は,一 般 に多 品 種 少 量 的 に 生 産 され る もので あ る。 図3で は

この事 情 を破 線 で 表 してい る。 また この 範疇 で コ ピー しえ ない 財 は,そ れ 自体

が 純 粋 な 芸 術 作 品 に 当 た る。 そ して くだ ん の 「戦略 的提 携 」,企 業 間 の交 流 ・

提 携 だが,図 に示 した よ う に商 品 の 原価 を 引 き下 げ る とい う従 来 の庫 業段 階 で

支 配 的で あ っ た手 法 に留 ま らず,オ リ ジナ ル が もつ 使 用 価 値 そ の もの を高 め る

機 能 を果 た してい る。 以 上 は産 業段 階 と,財 一般 の高 度 化 の結 果 に ほか な ら な

いo

第2表 産業段階の規定な らびに移行

1750s一 ユ88⑪s 1890S-1970S 198⑪s一

産 業 段 階1,軽 工業段階H,重 化学 工業段 階 皿,情 報化産業段階

規定的生産要素(低 賃金)労 働

目 標 低 コス ト

蝶 行動[簾 犠 。

(大)資 本(高)創 造性

生産規模拡 大 独創 的技術

[馨備讐 曝謙

最後に表解を掲げ,結 びに代える路㌧

(1995年9月22日 脱 稿)

26)な お第2表Hの 生産規模は最終的 に低生産 コス トに帰着す るものであ るが,こ の段 階において

は市場 占有率の追求が競争上有効 となる。 したが って規模 自体が 目標 となっている と言えるので

あ る。
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